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I. はじめに 

2026 年 3 月 13 日、サステナビリティ基準委員会（以下「SSBJ」という。）は、「温室

効果ガス排出の開示に対する改正」として、次の 3 つのサステナビリティ開示ユニバーサ

ル基準及びサステナビリティ開示テーマ別基準の改正を公表した（以下まとめて「本改正

基準」という。）1。 

⚫ 改正サステナビリティ開示ユニバーサル基準 

「サステナビリティ開示基準の適用」（以下「改正適用基準」という。） 

⚫ 改正サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号 

「一般開示基準」（以下「改正一般基準」という。） 

⚫ 改正サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号 

「気候関連開示基準」（以下「改正気候基準」という。） 

本稿では、本改正基準の概要について解説する。なお、文中の意見にわたる部分は筆者

の私見であり、SSBJ の公式見解ではないことをあらかじめお断りしておく。 

II. 本改正基準の公表の経緯 

SSBJ は、サステナビリティ開示基準（以下「SSBJ 基準」という。）が、国際サステナ

ビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）が公表する IFRS サステナビリティ開示基

準（以下「ISSB 基準」という。）と機能的に整合していることを維持することとしている。

そのために、ISSBにより ISSB基準が新規に公表される又は既存の ISSB 基準が改訂される

場合、SSBJ において、SSBJ 基準における取扱いについて可及的速やかに検討を開始する2

こととしている。 

 
1 https://www.ssb-j.jp/jp/ssbj_standards/2026-0313.html  
2 サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」BC 第 19 項(1) 

◇公表基準等の解説◇
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2025 年 12 月 11 日に、ISSB より「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2 号に

対する修正」（以下「2025 年公表の IFRS S2 号の修正」という。）及び「『温室効果ガス

排出の開示に対する修正』と整合した結果的修正―『SASB スタンダード』に対する修正」

（以下「『SASB スタンダード』の結果的修正」という。）が公表された。2025 年公表の

IFRS S2 号の修正は、企業が ISSB 基準の適用を準備する過程で識別された適用上の課題に

対応するものとして、次の 4 つの点について、IFRS S2 号の要求事項を修正するものとな

っている。 

⚫ スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開示 

⚫ ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示における「世界産業分

類基準」（以下「GICS」という。）の使用 

⚫ 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下「GHG プ

ロトコル（2004 年）」という。）とは異なる測定方法の使用 

⚫ 使用する地球温暖化係数（GWP） 

SSBJ では、2025 年公表の IFRS S2 号の修正の元となる公開草案の内容に基づき、2025

年 8 月に提案された修正に対応する SSBJ 基準の取扱いを検討するプロジェクトを開始し

た。検討の結果、2025 年 12 月 15 日に「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」（以下

「2025 年 12 月公開草案」という。）として 3 つの公開草案を公表し、広くコメント募集

を行った。 

今般、寄せられたコメント等を踏まえた検討を経て3、2026 年 3 月 10 日開催の第 65 回

サステナビリティ基準委員会において、本改正基準の公表を決議し、2026 年 3 月 13 日に

公表した。 

III. 改正にあたっての方針 

SSBJ は、SSBJ 基準の改正にあたって、SSBJ 基準が ISSB 基準と機能的に整合している

ことを維持するために、原則として 2025 年公表の IFRS S2 号の修正の内容をすべて取り入

れる方針のもとで検討を行った。 

IV. 本改正基準の概要 

本改正基準は、主に、改正気候基準において、次の温室効果ガス排出の開示に関連する

定めの改正を行うものである。 

 
3 2025年 12 月の公開草案には、9 通（団体 7 通、個人 2 通）のコメント・レターが寄せられた。

SSBJ によるコメントへの対応については、公開草案に対して寄せられたコメントの概要とそれらに

対する対応を参照されたい。 

https://www.ssb-j.jp/jp/wp-content/uploads/sites/6/20260313_08.pdf 
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⚫ スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開示 

⚫ ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

⚫ 「GHG プロトコル（2004 年）」の使用に対する法域別の救済措置 

⚫ 地球温暖化係数についての法域別の救済措置 

これらの改正は、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における修正内容を SSBJ 基準に取り

入れたものであり、ISSB基準の要求事項に代えて企業が適用を選択することができるSSBJ

基準に追加した選択肢や ISSB 基準に含まれない追加的な定めは含まれていない。 

また、「SASB スタンダード」の結果的修正を受け、改正適用基準において、参照する

「SASB スタンダード」を最新のものに更新している。 

加えて、本改正基準が、SSBJ 基準の初めての改正になることを踏まえ、改正気候基準、

改正適用基準及び改正一般基準のそれぞれについて、必要と考えられる文言の修正を行っ

ている。 

1. スコープ 3 カテゴリー15の温室効果ガス排出の測定及び開示 

（2025年公表の IFRS S2号の修正） 

2023 年に公表された IFRS S2 号では、スコープ 3 カテゴリー15（投資）の温室効果ガス

排出の絶対総量の測定及び開示にあたり、特定の金融活動の種類や資産クラスについて明

示的に除外されていなかった。一方、IFRS S2 号の「結論の根拠」では、測定の方法論が

確立されていないことを理由にファシリテーションに係る排出及びデリバティブに帰属す

る排出を除外することとしたとされていた。このため、ISSB が測定の方法論が確立されて

いないと認めた金融活動の種類や資産クラスについて、スコープ 3 カテゴリー15（投資）

として開示する範囲に含まれるかどうかが不明瞭であるとされていた。 

このような適用上の課題に対処するため、2025 年公表の IFRS S2 号の修正では、ファイ

ナンスド・エミッション以外のスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開

示を除外することができるとする容認規定が追加されている。また、当該容認規定に関連

する追加的な開示要求が導入されている。 

（本改正基準の内容） 

改正気候基準において、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的な定

めとなるように改正を行っている。具体的な改正内容は、次のとおりである。 
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スコープ 3 カテゴリー15（投資）の範囲 

改正気候基準では、スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出を測定し開示するにあ

たり、ファイナンスド・エミッション以外の温室効果ガス排出について、カテゴリー15 か

ら除外することができるとする定めを追加している（改正気候基準第 56-2 項）。また、

「ファイナンスド・エミッション」の定義を改正し、スコープ 3 カテゴリー15 の全部又は

一部を構成するものであることを明確にしている（改正気候基準第 6 項(14)及び第 57 項）。 

ここで、スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出について要求される開示をファイ

ナンスド・エミッションに限定した場合、ファシリテーションに係る排出や保険に関連す

る排出などの他の種類のカテゴリー15 の排出を除外することになると考えられる（改正気

候基準 BC149-3 項）。 

さらに、スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出に含めることとした金融活動につ

いて、当該金融活動に関連するデリバティブに係る温室効果ガス排出をカテゴリー15 から

除外することができるとする定めを追加している（改正気候基準第 56-2 項また書き）。 

改正気候基準に基づくスコープ 3 カテゴリー15 の範囲について、【図表 1】に図示して

いる。 

【図表 1】 スコープ 3 カテゴリー15の範囲

 

除外した金融活動についての開示 

改正気候基準では、ファイナンスド・エミッション以外の温室効果ガス排出をカテゴリ

ー15から除外することができるとすることに関連して、カテゴリー15から除外することと

した温室効果ガス排出に関連する金融活動についての説明を求める定めを追加している

（改正気候基準第 56-3項）。また、カテゴリー15から除外したデリバティブがある場合、

当該デリバティブに関連する金融活動及び何をデリバティブとして扱ったかについての説

明を求めている（改正気候基準第 56-3 項また書き）。 

  

スコープ３カテゴリー15

ファイナンスド・エミッション
（FE）

FEの測定対象である活動及びFE以外のカ
テゴリー15の測定対象とした金融活動に関
連するデリバティブに係る排出を除外できる

他の金融活動に関連するGHG排出を除外
できる（除外した金融活動に関連するデリ
バティブに係る排出もあわせて除外される）

ファイナンスド・エミッション以外の
温室効果ガス排出

デリバティブ

保険に
関連する
排出

その他ファシリテー
ションに
係る排出

（出典）SSBJ事務局作成
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ファイナンスド・エミッションの小計 

改正気候基準では、既に定められているスコープ 3 温室効果ガス排出のカテゴリー別の

開示に加えて、カテゴリー15 の温室効果ガス排出の開示に含めたファイナンスド・エミッ

ションの合計を小計として開示する定めを追加している（改正気候基準第 56-4 項）。 

2. ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

（2025年公表の IFRS S2号の修正） 

IFRS S2 号では、商業銀行又は保険に関連する金融活動を行う企業に対し、ファイナン

スド・エミッションに関する追加的な情報について産業別に開示することが要求されてい

る。2023 年に公表された IFRS S2 号では、産業別の開示にあたって産業分類システムとし

て「世界産業分類基準（GICS）」を用いることが要求されていた。しかし、法域によって

は GICS 以外の産業分類システムの使用を要求されている場合があり、重複した報告とな

る可能性があるとされていた。また、GICSを用いる場合、ライセンス契約を締結しなけれ

ばならず、追加のコストが発生する場合があるとされていた。 

このような適用上の課題に対処するため、2025 年公表の IFRS S2 号では、ファイナンス

ド・エミッションに関する追加的な情報の開示において、産業別に分解する際に用いる産

業分類システムとして GICS を用いなければならないとする要求事項が削除され、企業の

気候関連の移行リスクに対するエクスポージャーをサステナビリティ関連財務開示の利用

者が理解できるようにする情報をもたらす方法で、投資先又は相手方を産業別に分類する

ことができる産業分類システムを選択するとの要求事項に修正された。 

（本改正基準の内容） 

改正気候基準において、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的な定

めとなるように改正を行っている。具体的な改正内容は、次のとおりである。 

産業分類システムの選択 

商業銀行又は保険に関する活動を行う企業が、ファイナンスド・エミッションの絶対総

量及びグロス・エクスポージャーを産業別に分解するにあたって、GICSを用いなければな

らないとする要求事項を削除し、気候関連の移行リスクに対するエクスポージャーを理解

するうえで有用な情報をもたらす方法で相手方を産業別に分類することができる産業分類

システムを選択するとの定めに修正している（改正気候基準 C5 項(1)②、C5 項(2)①、C5

項(5)、C6 項(1)②、C6 項(2)①及び C6 項(5)）。 

ここで、産業分類システムの選択にあたり、他のすべての条件が同じであれば、企業固

有の産業分類システムよりも、一般的に用いられている産業分類システムを選択すること

を優先しなければならない（改正気候基準 C5 項(5)及び C6 項(5)）。この点、2025年公表

の IFRS S2 号の修正において、同じ産業や同じ法域で事業を営んでいる企業など、他の企
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業によって一般的に用いられているシステムは、企業固有のシステムよりも、情報の比較

可能性を高める可能性があるとされていることを背景としている（改正気候基準 BC166-2

項）。 

また、商業銀行に関する活動及び保険に関する活動の両方を行う企業は、商業銀行に関

する活動と保険に関する活動とで異なる産業分類システムを用いることができることにつ

いても明確にしている（改正気候基準 C5 項(5)なお書き及び C6 項(5)なお書き）。 

選択した産業分類システムに関する開示 

産業別の分解のために選択する産業分類システムについて、次の事項についての開示を

求める定めを追加している（改正気候基準 C5 項(6)及び C6 項(6)）。 

(1) 選択した産業分類システム 

(2) 産業分類システムの選択が C5 項(5)及び C6 項(5)の定めをどのように満たしている

のかを理解するための情報 

当面の取扱いの削除 

GICS を用いて産業別に分解した情報を開示するとする定めを削除することに伴い、

ISSB 基準の要求事項に代えて企業が適用を選択することができる SSBJ 基準に追加した選

択肢であった、GICSを用いて産業別に分解したファイナンスド・エミッションの絶対総量

及びグロス・エクスポージャーに関する情報について、当面の間、開示しないことができ

るとする定め（改正前のサステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」

（以下「気候基準」という。）C7 項及び C8 項）を削除している（改正気候基準 BC166-4

項）。 

3. 「GHGプロトコル（2004年）」の使用に対する法域別の救済措置 

（2025年公表の IFRS S2号の修正） 

IFRS S2 号では、法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効果ガス排出を

測定するうえで「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法を用いることを要求して

いる場合、その異なる方法を用いることができるとの容認規定が定められているが、この

容認規定の適用範囲が明確ではないとされていた。具体的には、企業の一部に対してのみ、

適用できるかどうかが明確ではないとされていた。 

このような適用上の課題に対処するため、2025 年公表の IFRS S2 号では、法域の当局又

は企業が上場する取引所が、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法を用いるこ

とを要求している場合、その異なる方法を用いることができるとの容認規定は、報告企業

全体のみならず、企業の一部に対しても適用可能であることが明確化されている。 
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（本改正基準の内容） 

改正気候基準において、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的な定

めとなるように改正を行っている。 

具体的には、改正気候基準第 49 項ただし書きにおいて、法域の当局又は企業が上場する

取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求している場

合、当該方法を用いることができるとする定めは、企業の全部又は一部（例えば、グルー

プ内の一部の企業、支店、事業所等）に対して適用可能であることを明確化している。 

改正前の気候基準第 49項ただし書き及び第 62項についても、「GHGプロトコル（2004

年）」とは異なる方法が企業の全部又は一部に適用されることを想定した定めとなってお

り、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と既に整合した定めであったと考え

られる。しかし、基準の明確化の観点から、改正気候基準では、2025 年公表の IFRS S2 号

の修正における要求事項の表現と同様の表現を用いて、気候基準第 49 項ただし書きの文言

を変更している（改正気候基準 BC130-2 項）。 

この点、我が国の「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」という。）

における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」という。）

に基づく温室効果ガス排出量の報告は、「法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室

効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求している場合」に該当する

と考えられる（気候基準 BC125 項）。改正気候基準により、報告企業全体が温対法におけ

る SHK 制度の適用対象とされている必要はなく、温対法における SHK 制度により温室効

果ガス排出量の報告が要求されている報告企業の一部分について、当該制度に基づく方法

を用いることができることが明確になると考えられる。 

改正気候基準に基づき、温室効果ガス排出の測定方法を報告企業の中で分ける例を【図

表 2】に図示している。 

【図表 2】 温室効果ガス排出の測定方法 

 

  

親会社

子会社 子会社

GHGプロトコル（2004年）

報告企業

法域の当局又は企業が上場する
取引所が要求している測定方法
（温対法におけるSHK制度など）

GHGプロトコル（2004年）

(出典) SSBJ事務局作成
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4. 地球温暖化係数についての法域の救済措置 

（2025年公表の IFRS S2号の修正） 

2023 年に公表された IFRS S2 号では、7 種類の温室効果ガスを CO2相当量に変換するに

あたり、報告日時点で利用可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）の評

価における、100 年の時間軸に基づく地球温暖化係数（以下「GWP」という。）を用いて

CO2相当量に変換することが要求されていた。 

この点、法域の当局又は企業が上場する取引所によって、最新のGWP（本稿執筆時点で

は、第 6 次評価報告書（AR6）に基づく GWP）とは異なる GWP（例えば、第 5 次評価報

告書（AR5）に基づく GWP）を用いることが要求されている場合があり、最新の GWP に

より計算することが求められる場合には煩雑になることが指摘されていた。 

このような適用上の課題に対処するため、2025 年公表の IFRS S2 号では、温室効果ガス

をCO2相当量に変換するにあたり、法域の当局又は企業が上場する取引所が、最新のGWP

とは異なる GWP を用いることを要求している場合、当該 GWP を用いることができると

する容認規定が追加された。また、当該容認規定は、企業の全部又は一部に対して適用可

能であることが明確化された。 

（本改正基準の内容） 

改正気候基準において、2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的な定

めとなるように改正を行っている。具体的には、改正気候基準第66項ただし書き及び第68

項ただし書きにおいて、法域の当局又は企業が上場する取引所が、7種類の温室効果ガスを

CO2 相当量に変換するうえで異なる GWP を用いることを要求している場合、当該異なる

GWPを用いることができることとしている。また、当該定めは、企業の全部又は一部に対

して適用可能であることを明確化している。 

この点、我が国の温対法における SHK 制度に基づく温室効果ガス排出量の報告において

用いられているGWPは、「法域の当局又は企業が上場する取引所が、7種類の温室効果ガ

スを CO2 相当量に変換するうえで異なる GWP を用いることを企業の全部又は一部に対し

て要求している場合」の GWP に該当すると考えられる（改正気候基準 BC172-3 項）。改

正気候基準により、温対法における SHK 制度に基づく報告を行う企業が、気候基準に従っ

た温室効果ガス排出量の開示のために、最新の GWP を用いた算定値となるような調整計

算を行うコストを避けることができることがより明確になると考えられる。 

改正気候基準に基づき、使用するGWPを報告企業の中で分ける例を【図表 3】に図示し

ている。 
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【図表 3】 地球温暖化係数 

 

5. 適用基準で参照する「SASB スタンダード」のバージョン 

（「SASB スタンダード」の結果的修正） 

2025 年公表の IFRS S2 号の修正に伴い公表された「SASB スタンダード」の結果的修正

の内容は、次のとおりである。 

(1) 「資産運用及び管理業務」、「商業銀行」及び「保険」の「SASB スタンダード」

において、2025 年公表の IFRS S2 号の「ファイナンスド・エミッション」の定義を

相互参照する。ファイナンスド・エミッションの情報の開示にあたり、デリバティ

ブに帰属する温室効果ガス排出を除外することができる旨を明確化する。また、当

該救済措置の適用にあたり、何をデリバティブとして扱ったかの説明の開示を求め

る。 

(2) 「商業銀行」及び「保険」の「SASB スタンダード」において、GICS の使用に関す

る定めである IFRS S2 号 B62 項及び B63 項への相互参照について、2025 年公表の

IFRS S2 号における項番への参照に修正する。 

2025 年公表の「SASB スタンダード」の修正の発効日は、IFRS S2 号の修正と整合する

ものとなっており、2027 年 1 月 1 日以後開始する年次報告期間から適用することが要求さ

れ、早期適用が認められている。 

（本改正基準の内容） 

2025 年公表の「SASB スタンダード」の修正を受け、改正適用基準で参照する「SASB

スタンダード」のバージョンを最新のものに更新している（改正適用基準第 4 項(11)、第

41 項、第 42項、第 52項及び第 53 項）。具体的には、参照する「SASB スタンダード」の

バージョンを 2023 年 12 月最終改訂から 2025 年 12 月最終改訂のものに更新することとし

ている。改正適用基準の適用時期については、後述の SSBJ基準の初めての改正にあたって

必要と考えられる変更を参照されたい。 

親会社

子会社 子会社

報告企業

最新のIPCC評価における地
球温暖化係数（現時点では
AR6に基づくもの）

(出典) SSBJ事務局作成

最新のIPCC評価における
地球温暖化係数（現時点
ではAR6に基づくもの）

法域の当局又は企業が上場する
取引所が要求している地球温暖
化係数（温対法におけるSHK制
度（AR5相当）など）
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6. 適用時期等 

（適用時期） 

改正気候基準は、2027 年 1 月 1 日以後開始する年次報告期間に係る気候関連開示から適

用するとしている。また、2025 年公表の IFRS S2 号の修正の公表日である 2025 年 12 月

11 日以後終了する年次報告期間に係る気候関連開示について、早期適用を認めることとし

ている（改正気候基準第 101-2 項）。これらの定めは、SSBJ 基準と ISSB 基準に同時に準

拠した開示を行う企業ニーズを考慮し、2025 年公表の IFRS S2 号の修正において定められ

ている発効日及び早期適用に関する要求事項と整合的なものとしている（改正気候基準

BC220-2 項から BC220-4 項）。 

３月決算の場合と 12 月決算の場合の本改正基準の適用時期について【図表 4】に示して

いる。 

【図表 4】 決算期別の適用時期 

 

（経過措置） 

改正気候基準を適用する最初の年次報告期間において、実務上不可能である場合を除

き、次のとおり比較情報の更新を求める経過措置を追加している（改正気候基準第 104-2

項及び第 105-2 項）。 

(1) 「GHG プロトコル（2004 年）」の使用に関する法域の救済措置を適用することを

選択した場合、又は GWP の使用に関する法域の救済措置を適用することを選択し

た場合、前報告期間に当該方法を用いて測定していたものとして、前報告期間に開

示した温室効果ガス排出を更新する 

(2) 前報告期間にスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出を開示していた場合、前

報告期間に改正気候基準第 56-4 項の定めを適用していたものとしてファイナンス

ド・エミッションの小計を開示する 

【12月決算企業の場合】

2027/3期2026/3期 2028/3期

早期適用可能 原則適用

【3月決算企業の場合】

2025/12 2026/12

2026/12期2025/12期 2027/12期

早期適用可能

決算期

改正基準

決算期

改正基準

2026/3 2027/3

原則適用
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(3) 前報告期間にファイナンスド・エミッションの情報を産業別に分解して開示してい

た場合、改正気候基準 C5 項(5)又は C6 項(5)の定めを適用して選択された産業分類

システムを用いて、前報告期間の情報を分解する 

7. SSBJ基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更 

本改正基準は、2025年 3 月に我が国最初の SSBJ 基準を公表後、初めての SSBJ 基準の改

正となる。本改正基準では、改正適用基準及び改正一般基準における適用時期の定めを含

め、SSBJ 基準の改正にあたって必要と考えられる改正を行っている。具体的には、次の改

正が含まれている。 

（適用時期等の定めについての変更） 

本改正基準における適用時期等に関する定めについての変更内容は、【図表 5】のとお

りである。 

【図表 5】 適用時期等の定めについての変更 

 

（SSBJ基準の改正にあたり検討が必要となるその他の変更） 

今般、SSBJ 基準を初めて改正するにあたり、改正前の SSBJ 基準において、基準の内容

の変更の有無にかかわらず基準の改正又は修正の必要性が生じる可能性がある記載につい

て検討し、今後の SSBJ基準の円滑な維持管理を可能にする観点から、記載の修正を行って

いる。 

修正した主な項目は、次のとおりである。これらの修正は、基準の内容を変更するもの

ではない。 

改正の理由改正基準現行の定め

SSBJ開示基準のすべての定
めを一体として適用しなければ
ならないことを明確化する
（改正適用基準BC169-3項、改正一
般基準BC63-3項及び改正気候基準
BC220-5項）

SSBJ基準のすべての定めを適用し
なければならない
（改正適用基準第91項、改正一般基準第40項
及び改正気候基準第100項）

適用基準、一般基準、及び気
候基準は同時に適用しなけれ
ばならない
（適用基準第91項、一般基準第40項
及び気候基準第100項）

2025年基準の適用時期に関
する定めであることを明確にす
る
（改正適用基準BC169-3項、改正一
般基準BC63-3項及び改正気候基準
BC220-5項）

2025年に公表された本基準は、公
表日である 2025年3月5日以後終
了する年次報告期間に係るサステナ
ビリティ関連財務開示から適用する
（改正適用基準第92項、改正一般基準第41項
及び改正気候基準第101項）

本基準は、公表日以後終了
する年次報告期間に係るサス
テナビリティ財務関連開示から
適用することができる
（適用基準第92項、一般基準第41項
及び気候基準第101項）

改正適用基準は、2025年公
表の「SASBスタンダード」の
修正への対応である
改正一般基準は、改正気候
基準にあわせた修正である
（改正適用基準BC169-2項及び改正
一般基準BC63-2項）

改正適用基準及び改正一般基準の
適用時期は、改正気候基準の適用
時期と同様とする
（改正適用基準第92-2項及び改正一般基準第
41-2項）

（該当なし）
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(1) 適用基準における定義（「サステナビリティ開示基準」（改正適用基準第 4 項(9)）

及び「IFRS サステナビリティ開示基準」（改正適用基準第 4 項(10)））にて基準を

列挙した記載の変更 

(2) 適用基準内で参照している ISSB や IFRS 財団等が公表する文書における団体名の記

載の削除 

(3) 「IFRS S2 号の適用に関する産業別ガイダンス」の公表日の記載方法の変更 

V. 改正基準公表後の対応 

SSBJ では、本改正基準の公表後、公益財団法人財務会計基準機構（FASF）及び IFRS 財

団が連名で公表している「SSBJ 基準と ISSB基準の差異の一覧」並びに SSBJ が公表してい

る「SSBJ 基準と ISSB 基準の項番対照表」について、必要な更新を行うことを予定してい

る。また、SSBJ が公表している補足文書及び SSBJ 事務局が公表している SSBJ ハンドブッ

クについても更新の要否を検討し、必要に応じて更新版を公表する予定である。 

VI. むすびに代えて 

2026 年 2 月 20 日に、金融庁より「企業内容等の開示に関する内閣府令及び特定有価証

券の内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」（令和 8 年内閣府令第 5

号）が公布され、「企業内容等の開示に関する内閣府令」（昭和 48 年大蔵省令第５号）

（以下「開示府令」という。）が改正された。2027 年 3 月期より、平均時価総額が一定規

模以上の東京証券取引所プライム市場上場企業に対し、SSBJ 基準に従った情報開示が義務

化されることとなった。あわせて、金融庁告示により、2026 年 2 月 20 日までに SSBJ が公

表した SSBJ 基準（すなわち、2025 年 3 月に公表した SSBJ 基準）が、開示府令における

「サステナビリティ開示基準」として告示指定された。 

今後、本改正基準についても、関連する告示指定がなされることが想定される。金融商

品取引法に基づく開示において本改正基準を早期適用する場合には、金融庁により告示指

定されていることを確認する必要があることにも留意する必要があると考えられる。 

本稿が、本改正基準の概要やその趣旨をご理解いただくための一助となれば幸いである。 

以 上 


